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個別注記表
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
重要な会計方針

１．特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
　金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間の
格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引については、
取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上する
とともに、当該取引からの損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上
しております。
　特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の時価
により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については決算日において決済したも
のとみなした額により行っております。
　また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当事業年度中の受払利息等に、有価証
券、金銭債権等については前事業年度末と当事業年度末における評価損益の増減額を、派生商
品については前事業年度末と当事業年度末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加
えております。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価
証券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平
均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移
動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

⑵　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されてい
る有価証券の評価は、時価法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備
を除く。）については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　　20年～50年
その他　　　 5 年～20年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
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⑶　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中
のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存
価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している先（以下「破綻先」という。）
に係る債権及び実質的に経営破綻に陥っている先（以下「実質破綻先」という。）に係る債
権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保により回収が見込まれる額及び保証に
より回収が見込まれる額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の
状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる先に係る債権については、
債権額から、担保により回収が見込まれる額及び保証により回収が見込まれる額を控除し、
その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に
基づき計上しております。
　破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額
及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額か
ら直接減額しており、その金額は2,158百万円であります。
　なお、すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。

⑵　役員賞与引当金
　役員賞与引当金は、役員（執行役員を含む。）への賞与の支払いに備えるため、役員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

⑶　退職給付引当金
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定に
あたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式
基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のと
おりであります。

過去勤務費用　　：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）
による定額法により損益処理

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業
年度から損益処理

⑷　偶発損失引当金
　偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度等の代位弁済に伴い発生する負担金等
の支払いに備えるため、将来発生する損失額を見積もり計上しております。
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⑸　睡眠預金払戻損失引当金
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備
えるため、過去の支払実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。

７．リース取引の処理方法
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年４月１日前に
開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており
ます。

８．ヘッジ会計の方法
⑴　金利リスク・ヘッジ

　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金
融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査
委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定する繰延ヘッ
ジによっております。
　また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。

⑵　為替変動リスク・ヘッジ
　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業
における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評
価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨ス
ワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債
務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッ
ジの有効性を評価しております。

９．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税（以下消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。
ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。
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会計方針の変更
（「退職給付に関する会計基準」等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職
給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会
計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当事業年度
より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方
法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定
の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から、
退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使
用する方法へ変更しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い
に従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う
影響額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が693百万円増加し、また前払年金費用が
171百万円増加し、利益剰余金が337百万円減少しております。
　これによる当事業年度の損益へ与える影響は軽微であります。

注記事項
（貸借対照表関係）

１．関係会社の株式及び出資金総額 5,122百万円

２．貸出金のうち、破綻先債権額は498百万円、延滞債権額は44,273百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を
計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営
再建又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であ
ります。

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は22百万円であります。
　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３月
以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は15,976百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないも
のであります。
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５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額
は60,771百万円であります。
　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しておりま
す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で
自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、12,175百万円でありま
す。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 153,121百万円
担保資産に対応する債務

預金 34,236百万円
債券貸借取引受入担保金 74,894百万円
借用金 42,403百万円

　上記のほか、為替決済の取引の担保として、有価証券127,421百万円を差し入れてお
ります。
　また、その他の資産には、保証金363百万円が含まれております。

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の
申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額
まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残
高は、629,981百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時
期に無条件で取消可能なものが604,250百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実
行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあ
りません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事
由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする
ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている
行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措
置等を講じております。

－ 5 －



９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用
の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評
価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価
差額金」として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　　　　　　　平成11年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条
第３号に定める土地課税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的
な調整を行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当事業年度末における時価の
合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 11,674百万円

10．有形固定資産の減価償却累計額 34,764百万円

11．有形固定資産の圧縮記帳額 3,487百万円

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によ
る社債に対する当行の保証債務の額は6,762百万円であります。

13．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対す
る金銭債権総額

5百万円

14．取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対す
る金銭債務総額 167百万円

15．貸借対照表に計上した固定資産のほか、現金自動設備等の一部については、所有権移
転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

16．関係会社に対する金銭債権総額 22,402百万円

17．関係会社に対する金銭債務総額 4,719百万円

18．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。
　剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）
の規定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて
得た額を資本準備金又は利益準備金として計上しております。
　なお、当事業年度においては利益準備金の額が資本金の額に達しているため、利益準
備金及び資本準備金の計上は行っておりません。
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（損益計算書関係）
関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 131百万円
役務取引等に係る収益総額 93百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 60百万円

関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 0百万円
役務取引等に係る費用総額 566百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 2,415百万円

（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 摘 要

自 己 株 式

普 通 株 式 228 36 0 264 (注)

（注）単元未満株式の買取りによる増加及び単元未満株式の買増し請求による減少によるものであ
ります。
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（有価証券関係）
　貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価
証券」について記載しております。

１．売買目的有価証券（平成27年３月31日現在）

当 事 業 年 度 の 損 益 に 含 ま れ た 評 価 差 額
（百万円）

売 買 目 的 有 価 証 券 1

２．満期保有目的の債券（平成27年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

時 価
（百万円）

差 額
（百万円）

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

国 債 － － －

地 方 債 － － －

社 債 4,708 4,783 74

そ の 他 － － －

小 計 4,708 4,783 74

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

国 債 － － －

地 方 債 － － －

社 債 3,194 3,169 △24

そ の 他 － － －

小 計 3,194 3,169 △24

合 計 7,902 7,952 50

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（平成27年３月31日現在）
貸借対照表計上額

（百万円）
時 価

（百万円）
差 額

（百万円）

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 － － －

関 連 法 人 等 株 式 － － －

合 計 － － －
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（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連
法人等株式

貸 借 対 照 表 計 上 額 （ 百 万 円 ）

子 会 社 ・ 子 法 人 等 株 式 4,326

関 連 法 人 等 株 式 －

合 計 4,326
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから、「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めており
ません。

４．その他有価証券（平成27年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

取 得 原 価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

株 式 64,764 32,184 32,579

債 券 1,147,615 1,112,660 34,954

国 債 791,473 768,631 22,842

地 方 債 167,142 159,402 7,739

社 債 188,999 184,626 4,372

そ の 他 312,315 298,556 13,758

うち外国証券 280,659 271,313 9,345

小 計 1,524,695 1,443,401 81,293

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

株 式 1,078 1,224 △146

債 券 53,676 53,778 △101

国 債 40,502 40,590 △87

地 方 債 2,118 2,118 △0

社 債 11,055 11,069 △13

そ の 他 40,324 41,092 △768

うち外国証券 29,271 29,451 △179

小 計 95,080 96,096 △1,016

合 計 1,619,775 1,539,498 80,277
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（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券
貸 借 対 照 表 計 上 額 （ 百 万 円 ）

株 式 1,255
そ の 他 5

合 計 1,261
　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから、「その他有価証券」には含めておりません。

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券
　　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当ありません。

６．当事業年度中に売却したその他有価証券
　　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

売 却 額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 5,972 2,012 △48
債 券 204,756 752 △577

国 債 187,781 694 △576
地 方 債 － － －
社 債 16,974 57 △0

そ の 他 51,878 1,625 △91
う ち 外 国 証 券 42,096 1,080 △90

合 計 262,607 4,389 △717

７．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）
のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価
まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照
表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処理」
という。）しております。
　当事業年度における減損処理額はありません。
　なお、当該有価証券の減損にあたっては、当事業年度末日における時価の取得原価に
対する下落率が50％以上の銘柄について一律減損処理するとともに、30％以上50％未
満の銘柄について過去一定期間の時価の推移や発行会社の信用リスク等を判断基準とし
て減損処理しております。
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（金銭の信託関係）
運用目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）

貸 借 対 照 表 計 上 額
（百万円）

当事業年度の損益に含まれた評価差額
（百万円）

運用目的の金銭の信託 4,942 67

（税効果会計関係）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりで

あります。
繰延税金資産

貸倒引当金 6,682百万円
退職給付引当金 2,687
減価償却 860
有価証券償却 1,308
繰延ヘッジ損益 2,642
その他 1,836

繰延税金資産小計 16,017
評価性引当額 △2,187
繰延税金資産合計 13,830
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △24,908
不動産圧縮積立金 △167
前払年金費用 △1,176
その他 △32

繰延税金負債合計 △26,284
繰延税金負債の純額 △12,454百万円

２．「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一
部を改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27
年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりま
した。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従
来の35.3％から、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異に
ついては32.8％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時
差異については32.0％となります。この税率変更により、繰延税金負債は1,320百万円
減少し、その他有価証券評価差額金は2,568百万円、法人税等調整額は975百万円それ
ぞれ増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債は503百万円減少し、土地再
評価差額金は同額増加しております。
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（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 1,290円80銭
１株当たりの当期純利益金額 53円01銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載し
ておりません。

（企業結合等関係）
追加情報

当行と株式会社鹿児島銀行との経営統合について
　当行と株式会社鹿児島銀行（頭取　上村基宏　以下、「鹿児島銀行」といい、当行と
鹿児島銀行を総称して、以下「両行」といいます。）は、平成27年３月27日に開催し
たそれぞれの取締役会において、両行の株主総会の承認及び関係当局の認可等を得られ
ることを前提として、株式移転の方式により平成27年10月１日（以下、「効力発生日」
といいます。）をもって両行の完全親会社となる「株式会社九州フィナンシャルグルー
プ」（以下、「共同持株会社」といいます。）を設立すること（以下、「本株式移転」
といいます。）、並びに共同持株会社の概要及び本株式移転の条件等について決議し、
同日、両行間で「経営統合契約書」を締結するとともに、「株式移転計画書」を共同で
作成いたしました。

１．本株式移転による経営統合の目的
⑴　経営統合の経緯・目的

　両行は九州に本店を置く地方銀行としての社会的使命を果たすことで、地域のみな
さまから厚いご愛顧をいただき、安定的な収益基盤を構築してまいりました。しかし、
これからの銀行経営は、今後迎える人口減少や競争ステージの変化等、環境変化への
対応力が一層求められるものと認識しております。
　このような将来の環境変化を見据え、地方銀行として、地域とともに「地方創生」
を実現していくためには、両行の地元を中心とした九州での存在感を更に発揮できる
磐石な経営基盤を確立し、広域化した新たな地域密着型ビジネスモデルの創造が必要
であると判断しました。既に平成26年11月10日付プレスリリース「株式会社肥後銀
行と株式会社鹿児島銀行の経営統合に関する基本合意について」においてお知らせし
ておりますように、両行は持株会社設立による経営統合に向け協議・検討を進めてい
くことについて平成26年11月10日付で基本合意し、平成27年10月１日を目処に株
式移転による共同持株会社を設立することに向け、協議・検討を進めてまいりました
が、平成27年３月27日、両行が「対等の精神」において経営統合を行うことについ
て最終的な合意に至りました。
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⑵　本株式移転の方法、本株式移転に係る割当ての内容
①　本株式移転の方法

　株式移転計画に基づき、平成27年10月１日を目処に共同持株会社が両行の発行
済株式の全部を取得し、その株式に代わる共同持株会社の新株式を、両行の株主に
対して割当てることを予定しております。
　但し、今後、経営統合に向けて協議・検討を進めていく中で、日程又は統合形態
等が変更される場合があります。

②　本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）
会 社 名 肥 後 銀 行 鹿 児 島 銀 行

株 式 移 転 比 率 1 1.11
（注１）株式の割当比率

当行の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式１株を、鹿児島銀行の普通株式１
株に対して、共同持株会社の普通株式1.11株を割当交付いたします。株式移転計画に基づ
き当行の株主に交付される共同持株会社の株式の総数と鹿児島銀行の株主に交付される共
同持株会社の株式の総数が概ね同数（「１対１」）となっております。なお、共同持株会
社の単元株式数は100株とする予定であります。
本株式移転により、両行の株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式の数に
１株に満たない端数が生じた場合には、会社法（平成17年７月26日法律第86号。その後
の改正を含みます。以下同じです。）第234条その他関連法令の規定に従い、当該株主に
対し１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。
なお、上記株式移転比率は、株式移転計画作成後共同持株会社成立日までの間において、
当行若しくは鹿児島銀行の財産状態若しくは経営状態に重大な変更が発生した場合又は重
大な影響を与える事由があることが判明した場合等には、両行で協議のうえ、変更するこ
とがあります。

（注２）共同持株会社が交付する新株式数（予定）
普通株式：463,407,669株
上記は、当行の平成26年12月31日時点における普通株式の発行済株式総数230,755,291
株及び鹿児島銀行の平成26年12月31日時点における普通株式の発行済株式総数
210,403,655株を前提として算出しております。但し、共同持株会社が両行の発行済株式
の全部を取得する時点の直前時（以下、「基準時」といいます。）までに、それぞれが保
有する自己株式のうち実務上消却可能な範囲の株式を消却する予定であるため、当行の平
成26年12月31日時点における自己株式数256,172株及び鹿児島銀行の平成26年12月
31日時点における自己株式数576,132株は、上記の算出において、新株式交付の対象から
除外しております。
なお、当行又は鹿児島銀行の株主から株式買取請求権の行使がなされた場合等、両行の平
成26年12月31日時点における自己株式数が基準時までに変動した場合は、共同持株会社
が交付する新株式数が変動することがあります。
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（注３）単元未満株式の取扱い
本株式移転により、１単元（100株）未満の共同持株会社の普通株式（以下、「単元未満
株式」といいます。）の割当てを受ける両行の株主のみなさまにつきましては、その保有
する単元未満株式を東京証券取引所その他の金融商品取引所において売却することはでき
ません。そのような単元未満株式を保有することとなる株主のみなさまは、会社法第192
条第１項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買い取る
ことを請求することが可能です。
また、会社法第194条第１項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元
未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求することも可能で
す。

２．本株式移転の日程
平成27年 3 月27日（金） 経営統合契約書及び株式移転計画書に係る取締役

会決議、経営統合契約書の締結並びに株式移転計
画書の作成（両行）

平成27年 3 月31日（火） 定時株主総会に係る基準日（両行）
平成27年 6 月23日（火）（予定）株式移転計画承認定時株主総会（両行）
平成27年 9 月28日（月）（予定）東京証券取引所及び福岡証券取引所上場廃止日

（両行）
平成27年10月 1 日（木）（予定）共同持株会社設立登記日（効力発生日）及び同社

株式上場日
　但し、今後手続を進める中で、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により
必要な場合には、両行で協議のうえ、日程を変更する場合があります。
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３．本株式移転の当事会社の概要（平成26年12月末時点）

商 号 株式会社肥後銀行 株式会社鹿児島銀行

事 業 内 容 普通銀行業務 普通銀行業務

設 立 年 月 日 大正14年７月25日 明治12年10月６日

本 店 所 在 地 熊本市中央区紺屋町一丁目13番地５ 鹿児島市金生町６番６号

代 表 者 取締役頭取　　甲斐　隆博 取締役頭取　　上村　基宏

資 本 金 18,128百万円 18,130百万円

発 行 済 株 式 総 数 230,755千株 210,403千株

総　　　資　　　産（連結） 4,520,643百万円 4,077,604百万円

純　　　資　　　産（連結） 295,502百万円 311,814百万円

預　金　等　残　高（単体） 4,009,093百万円 3,595,059百万円

貸　出　金　残　高（単体） 2,656,231百万円 2,636,657百万円

決 算 期 ３月31日 ３月31日

従　 業　 員　 数（単体） 2,283人 2,359人

店　　舗　　数（含む代理店） 122か店 152か店

業績概要

決 算 期 平成26年３月期 平成26年３月期

経 常 収 益（連結） 86,004百万円 79,030百万円

経 常 利 益（連結） 19,904百万円 14,646百万円

当期純利益（連結） 11,826百万円 9,653百万円
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４．本株式移転により新たに設立する会社

商 号 株式会社　九州フィナンシャルグループ
（英文名称　Kyushu Financial Group,Inc.）

本 店 の 所 在 地 鹿児島県鹿児島市金生町６番６号

本 社 の 所 在 地 熊本県熊本市中央区練兵町１番地

代表者及び役員
の 就 任 予 定

代表取締役会長 甲 斐 隆 博 （現肥後銀行取締役頭取）
代表取締役社長 上 村 基 宏 （現鹿児島銀行取締役頭取）
取締役 下　山　史一郎 （現肥後銀行取締役専務執行役員）
取締役 郡 山 明 久 （現鹿児島銀行専務取締役）
取締役 最 上 　 剛 （現肥後銀行取締役常務執行役員）
取締役 松 永 裕 之 （現鹿児島銀行取締役経営企画部長）
取締役 津 曲 耕 治 （現鹿児島銀行監査役）
取締役 林 田 　 達 （現肥後銀行執行役員総合企画部長）
取締役 渡 辺 捷 昭 （現トヨタ自動車株式会社相談役）
取締役 末　吉　竹二郎 （現国連環境計画・金融イニシアチブ特別顧問）
監査役 上 野 豊 德 （現肥後銀行取締役専務執行役員）
監査役 本 村 　 悟 （現鹿児島銀行監査役）
監査役 関 口 憲 一 （現明治安田生命保険相互会社特別顧問）
監査役 田 中 克 郎 （現TMI総合法律事務所　代表パートナー弁護士）
監査役 田 島 優 子 （現弁護士）
（注１）取締役　渡辺　捷昭、末吉　竹二郎は会社法第２条第15号に定める社

外取締役です。
（注２）監査役　関口　憲一、田中　克郎、田島　優子は会社法第２条第16号

に定める社外監査役です。
資 本 金 36,000百万円

資 本 準 備 金 9,000百万円

決 算 期 ３月31日

５．本株式移転に伴う会計処理の概要
　本株式移転に伴う会計処理は、企業結合に関する会計基準における取得に該当し、パ
ーチェス法が適用される見込みであります。また、本株式移転により発生するのれん（又
は負ののれん）の金額に関しては、現段階では未定であります。
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連結注記表
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に
基づいております。

連結計算書類の作成方針
⑴　連結の範囲に関する事項

①　連結される子会社及び子法人等　　　　　　　　　　　　　　　　７社
肥銀リース株式会社
肥銀カード株式会社
株式会社肥銀コンピュータサービス
肥銀キャピタル株式会社
株式会社肥銀用度センター
肥銀ビジネス開発株式会社
肥銀事務サービス株式会社

②　非連結の子会社及び子法人等　　　　　　　　　　　　　　　　　２社
肥後３号地域活性化投資事業有限責任組合
肥後６次産業化投資事業有限責任組合
　非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、
利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）からみ
て、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を
妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。

⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。
②　持分法適用の関連法人等

該当ありません。
③　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等　　　　　　　　　　２社

肥後３号地域活性化投資事業有限責任組合
肥後６次産業化投資事業有限責任組合

④　持分法非適用の関連法人等　　　　　　　　　　　　　　　　　　１社
肥後・鹿児島地域活性化投資事業有限責任組合
　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等は、当期純損益（持分に見
合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う
額）からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、
持分法の対象から除外しております。

⑶　連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。

３月末日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７社
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会計処理基準に関する事項
⑴　特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準

　金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場間
の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」という。）の取引について
は、取引の約定時点を基準とし、連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」
に計上するとともに、当該取引からの損益を連結損益計算書上「特定取引収益」及び「特定
取引費用」に計上しております。
　特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については連結決算日
の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については連結決算日におい
て決済したものとみなした額により行っております。
　また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年度中の受払利息等に、
有価証券、金銭債権等については前連結会計年度末と当連結会計年度末における評価損益の
増減額を、派生商品については前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみなし決済か
らの損益相当額の増減額を加えております。
　連結される子会社及び子法人等については、特定取引目的の取引及びこれに類似する取引
は行っておりません。

⑵　有価証券の評価基準及び評価方法
(ｲ) 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額

法）、持分法非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式に
ついては移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として連結決算日の市
場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただし時価を把
握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っ
ております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しておりま
す。
(ﾛ) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて

いる有価証券の評価は、時価法により行っております。

⑶　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っております。

⑷　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

　当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物
附属設備を除く。）については定額法）を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　　　20年～50年
その他　　　 5 年～20年

　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づ
き、主として定率法により償却しております。
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②　無形固定資産
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づ
いて償却しております。

⑸　貸倒引当金の計上基準
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま
す。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している先（以下「破綻先」という。）
に係る債権及び実質的に経営破綻に陥っている先（以下「実質破綻先」という。）に係る債
権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保により回収が見込まれる額及び保証に
より回収が見込まれる額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の
状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる先（以下「破綻懸念先」と
いう。）に係る債権については、債権額から、担保により回収が見込まれる額及び保証によ
り回収が見込まれる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要
と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒
実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
　破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額
及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額か
ら直接減額しており、その金額は2,158百万円であります。
　なお、すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等
を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。

⑹　役員賞与引当金の計上基準
　役員賞与引当金は、当行の役員（執行役員を含む。）への賞与の支払いに備えるため、役
員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。

⑺　偶発損失引当金の計上基準
　偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度等の代位弁済に伴い発生する負担金等
の支払いに備えるため、将来発生する損失額を見積もり計上しております。

⑻　睡眠預金払戻損失引当金の計上基準
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止し利益計上を行った睡眠預金の払戻請求に備
えるため、過去の支払実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。
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⑼　退職給付に係る会計処理の方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ
る方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の
差異の損益処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用　　：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）
による定額法により損益処理

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連
結会計年度から損益処理

　なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、
退職給付に係る期末要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑽　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　当行の外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
　連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債はありません。

⑾　リース取引の処理方法
　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース料受取時に売上高と売上原価
を計上する方法によっております。

⑿　重要なヘッジ会計の方法
(ｲ) 金利リスク・ヘッジ

　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業に
おける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会
業種別監査委員会報告第24号。以下「業種別監査委員会報告第24号」という。）に規定
する繰延ヘッジによっております。
　また、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。

(ﾛ) 為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、
「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公
認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘ
ッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目
的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である
外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認
することによりヘッジの有効性を評価しております。

⒀　消費税等の会計処理
　当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方
式によっております。
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会計方針の変更
（「退職給付に関する会計基準」等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下、「退職給
付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第25号　平成27年３月26日。以下、「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第
35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用
し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額
基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券
の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から、退職給付の支払見込
期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更してお
ります。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従
って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響
額を利益剰余金に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が693百万円増加し、また退職給付に
係る資産が171百万円増加し、利益剰余金が337百万円減少しております。
　これによる当連結会計年度の損益へ与える影響は軽微であります。

未適用の会計基準等
企業結合に関する会計基準等（平成25年９月13日）
⑴　概要

　当該会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社
に対する親会社の持分変動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③暫定的な会計処理の取扱
い、④当期純利益の表示および少数株主持分から非支配株主持分への変更を中心に改正され
たものであります。

⑵　適用予定日
　当行は、改正後の当該会計基準等を平成27年４月１日に開始する連結会計年度の期首から
適用する予定であります。

⑶　当該会計基準等の適用による影響
　当該会計基準等の適用による影響は、評価中であります。
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注記事項
（連結貸借対照表関係）

１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式を除く）
805百万円

２．貸出金のうち、破綻先債権額は550百万円、延滞債権額は44,800百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継続していることその他
の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しな
かった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）の
うち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げ
る事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は22百万円であります。
　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払日の翌日から３月以上
遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は15,976百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利
の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
61,350百万円であります。
　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理しております。こ
れにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は再担保という方法で自由に処分
できる権利を有しておりますが、その額面金額は、12,175百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産

有価証券 153,121百万円
リース債権及びリース投資資産 2,830百万円
その他資産 714百万円

担保資産に対応する債務
預金 34,236百万円
債券貸借取引受入担保金 74,894百万円
借用金 45,472百万円

　上記のほか、為替決済の取引の担保として、有価証券127,421百万円を差し入れておりま
す。
　また、その他資産には、保証金365百万円が含まれております。
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８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し
出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金
を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
646,459百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条
件で取消可能なものが620,727百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残
高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられ
ております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、
契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把
握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

９．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業
用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価
に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日　　　　　　　　　　平成11年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３
号に定める土地課税台帳に登録されている価格（固定資産税評価額）に合理的な調整を
行って算出。

同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当連結会計年度末における時価の
合計額と当該事業用の土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 11,674百万円

10．有形固定資産の減価償却累計額 35,492百万円

11．有形固定資産の圧縮記帳額 3,487百万円

12．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社
債に対する保証債務の額は6,762百万円であります。
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（連結損益計算書関係）
「その他の経常収益」には、株式等売却益2,532百万円を含んでおります。

（連結株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び株式数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数 摘要

発 行 済 株 式
普 通 株 式 230,755 － － 230,755

自 己 株 式
普 通 株 式 228 36 0 264 （注）

（注）単元未満株式の買取りによる増加及び単元未満株式の買増し請求による減少によるものであ
ります。

２．配当に関する事項
⑴　当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株 式 の 種 類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

平成26年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,152百万円 5.0円 平成26年

３月31日
平成26年
６月26日

平成26年11月10日
取 締 役 会 普通株式 1,152百万円 5.0円 平成26年

９月30日
平成26年
12月９日

合 計 2,305百万円

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末
日後となるもの

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効力発生日

平成27年６月23日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,382百万円 利益剰余金 6.0円 平成27年

３月31日
平成27年
６月24日
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（金融商品関係）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当行は、銀行業であるため、個人や法人等から受け入れた預金あるいはコール市場等の
金融市場から直接調達した資金等をもとに、貸出や有価証券投資等で運用することによっ
て収益を得ることを主な業務としております。また、有価証券投資に伴う債券・株式等の
売買や公共債の窓口販売等金融商品に係るさまざまな業務を手掛けております。
　資金調達については、預金等（譲渡性預金含む）を中心に行っており、中でも個人預金
が大きなウェイトを占めております。預金調達の際には、資金の安定性の確保のため、定
期預金での調達を積極的に行っております。また一部においては、金融市場から直接資金
調達を行っており、調達手段としてコールマネー等を利用しているほか、外貨資金の調達
手段として為替・通貨スワップ等のデリバティブ取引や外債レポ取引を利用しております。
　資金運用については、大きな運用の柱として貸出金があり、次に債券、株式等の有価証
券投資があります。貸出金については、熊本県の中小・中堅企業及び個人向けを中心とし
て貸出を行っており、併せて公共部門や県外の大企業等に対しても行っております。有価
証券投資については、国債や地方債等の公共債を中心に投資を行っているほか社債、株式
及び外国証券等への投資も行っております。
　以上のように、当行は、金利変動や価格変動を伴う金融資産・負債を有しているため、
これらのリスクの変動による不利な影響が生じないよう、資産及び負債の総合的管理（Ａ
ＬＭ）を行っております。
　なお、連結される子会社及び子法人等については、一部にクレジットカード業・貸出業
務を行っている会社があり、資金調達を借入で行っております。また、一部に有価証券の
取得・保有・売却業務を行っている会社があります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
①　金融資産

　当行グループが保有する金融資産のうち、最も大きなウェイトを占めるのは貸出金で
あり、主として国内法人及び個人に対するものです。貸出金は信用リスクに晒されてお
り、取引先の信用状況が悪化し、債務の支払いが不能となった場合、貸倒等の損失を被
る可能性があります。また、固定金利の貸出金については、市場リスクに晒されており、
市場金利の変動により時価が変動する可能性があります。
　次に大きなウェイトを占めるのが有価証券であり、国内債券に加え、株式や海外債券、
投資信託等を保有しております。保有する有価証券は、市場リスクに晒されており、金
利や株価、為替等のリスク・ファクターの変動により、時価が変動し損失を被る可能性
があります。加えて、流動性の低下により時価が下落する流動性リスクにも晒されてお
ります。また、債券や株式など一部の有価証券については信用リスクに晒されており、
発行体の信用状況が悪化した場合には、減損等の損失を被る可能性があります。
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②　金融負債
　当行の金融負債のうち預金等及び市場性の資金調達については、流動性リスクに晒さ
れており、当行の信用力が低下することにより、預金の流出や必要な資金が調達できな
くなる可能性に加え、不利な条件での取引を余儀なくされることにより損失を被る可能
性があります。なお、当行の一部のグループ会社については、借入金により資金調達を
行っており、同様に流動性リスクに晒されております。
　また、固定金利の調達については、市場リスクに晒されており、市場金利の変動によ
り時価が変動する可能性があります。

③　デリバティブ
　当行が行っているデリバティブ取引には、金利スワップ取引や為替・通貨スワップ取
引等があります。リスク・ヘッジを目的とした取引については、繰延ヘッジや特例処理
によるヘッジ会計を適用しており、時価の変動比率や契約内容を基に、ヘッジの有効性
を評価しています。デリバティブ取引についても、取引先の信用状況が悪化し、契約が
履行されない信用リスクや、リスク・ファクターの変動に伴う市場リスクに晒されてお
ります。なお、当行のグループ会社はデリバティブ取引を行っておりません。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　リスク管理の基本方針

　当行では、リスク管理を経営の重要課題と位置づけ、リスク管理の徹底に関する組織・
体制の強化を図っております。各種リスクを正しく把握し、かつ、金融情勢の変化に対
応してリスクを適切に管理することにより、当行及びグループ会社の健全性の維持・向
上と経営基盤の確立を図っております。

②　リスクの内容と管理体制
　当行では、リスク管理体制をより充実させるため、「統合的リスク管理規定」を制定
し、信用リスク、市場リスク、流動性リスクについて、管理すべきリスクの内容毎に毎
年度管理方針を定め、管理のための組織や権限を明確に規定しております。また、リス
ク管理の体制として、各部室所、営業店、グループ会社といった業務担当部署のリスク
管理については、各リスク毎に本部各部がリスク管理担当部署となり、銀行業務に係る
すべてのリスク管理については、コンプライアンス・リスク統括部が統括し、リスク管
理の状況を取締役会へ報告しております。さらに業務部門から独立した監査部は、リス
ク管理担当部署およびリスク管理統括部署の監査を実施し、その結果を取締役会等へ報
告しております。

③　統合リスク管理
　当行では、各種リスクを一元的に把握・合算し、全体のリスク量が経営体力に対して
大きすぎないかを管理するため統合リスク管理を行っております。また、自己資本の範
囲内で各種リスクに対する備えとしてリスク資本を配賦する態勢を導入し、経営の健全
性確保と収益性・効率性の向上に努めております。
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Ａ．信用リスク
　当行では、信用リスク管理体制の充実を図るため、本部における貸出金の審査・管
理部門は営業推進部門と分離し、相互に牽制機能が働いており、厳格な審査・管理を
行っております。さらに貸出金等が特定の地域、業種、企業、グループ等に偏らない
よう残高の管理を行い、取締役会等でチェックする体制をとっております。
　また、取引先の信用度合いの正確な把握と信用リスク管理の精緻化を目的に、「信
用格付制度」を導入しております。信用格付は信用リスク管理の基本概念であり、自
己査定の基礎となるものです。
　自己査定については監査する独立の部署を設け、営業店・審査部門への相互牽制機
能をもたせることにより、内容の充実を図っております。さらに自己査定基準が適切
に制定され、自己査定が基準に則り厳正に実施されているかについて、監査法人の監
査を受けております。

Ｂ．市場リスク
　当行では、的確な市場リスクコントロールによる安定的な収益の確保を図るため、
VaR（バリュー・アット・リスク（一定の保有期間及び特定の確率の範囲内で想定さ
れる最大損失額））等の手法によりリスクを把握したうえで、ALM委員会において、
金利予測や収益計画に基づき、リスクテイクやリスク・ヘッジの方針等を決定してお
ります。
　当行の銀行勘定・特定取引勘定において、金利変動リスクの影響を受ける金融商品
には、預金・貸出金・債券・金利関連デリバティブ取引等があり、株価変動リスクの
影響を受ける金融商品には、株式・株式投資信託・株式関連デリバティブ取引等があ
ります。当行では、これらの金融商品について主にヒストリカル・シミュレーション
法（保有期間10日～６ヶ月・信頼区間99％・観測期間５年）によるVaRを計測して
おり、平成27年３月31日現在では、金利変動リスクに係るVaRが16,255百万円、株
価変動リスクに係るＶａＲが18,005百万円となっております。
　なお、VaRの値についてはバックテスト等による検証を定期的に実施しております
が、過去の市場の変動を基に一定の発生確率を前提として計測しているため、過去に
ない規模の市場変動の影響まで捕捉するものではありません。また、その金額等から
影響が軽微な一部の金融商品や、グループ会社の金融商品につきましては定量的分析
を実施しておりません。

Ｃ．流動性リスク
　当行では、流動性リスクに対応するため資金繰りに関する管理部署を定め、日次、
週次、月次にて資金繰り状況を把握・分析するとともに調達予定額のシミュレーショ
ンを実施しております。また、不測の事態に備え資金繰り逼迫度に応じて３段階の区
分管理を行い、各々の局面において迅速な対応が行えるよう、対応策や報告連絡体制
を定めております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に
算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用
しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとお
りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表
には含めておりません。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

⑴ 現 金 預 け 金 294,806 294,806 －

⑵ 有 価 証 券

満 期 保 有 目 的 の 債 券 7,902 7,952 50

そ の 他 有 価 証 券 1,620,417 1,620,417 －

⑶ 貸 出 金 2,669,577

貸　倒　引　当　金　(＊1) △19,778

2,649,799 2,677,306 27,507

資 産 計 4,572,926 4,600,483 27,557

⑴ 預 金 3,870,534 3,871,446 912

⑵ 譲 渡 性 預 金 326,004 326,072 67

⑶ 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 74,894 74,894 －

⑷ 借 用 金 56,060 56,058 △2

負 債 計 4,327,493 4,328,472 978

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 (＊2)

ヘッジ会計が適用されていないもの (9,487) (9,487) －

ヘッジ会計が適用されているもの (9,054) (9,054) －

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 計 (18,542) (18,542) －

（＊1）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊2）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表

示しております。
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の
債務となる項目については、（　）で表示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法
資　産
⑴　現金預け金

　満期のない預け金及び短期間（１年以内）の預け金については、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑵　有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお
ります。投資信託は、公表されている基準価格によっております。投資事業組合の出資金は組
合財産を時価評価できるものには時価評価を行ったうえ、当該時価に対する持分相当額を組合
出資金の時価とみなして計上しております。
　自行保証付私募債等の市場価格がない債券については、貸出金と同様の方法等により合理的
な時価を算定しております。
　なお、保有目的毎の有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載して
おります。

⑶　貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状
態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく
区分毎に、元利金の合計額をスワップレートをベースに信用スプレッド等を加味した利率、ま
たは同様の新規貸出を行なった場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・
フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定している
ため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控
除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けてい
ないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているも
のと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

負　債
⑴　預金、及び⑵　譲渡性預金

　要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなし
ております。また、定期預金の時価は、一定の期間毎に区分して、将来のキャッシュ・フロー
を割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用
する利率を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）の外貨定期預金については、
時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

⑶　債券貸借取引受入担保金
　残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。
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⑷　借用金
　借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連結
される子会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価
額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるも
のは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定され
る利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期（１年以内）のもの
は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨
関連取引（通貨先物、通貨オプション、通貨スワップ等）、株式関連取引（株式指数先物、株
式指数オプション等）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション等）及び商品関連取引
（商品先物、商品オプション等）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算
モデル等により算出した価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次のと
おりであり、金融商品の時価情報の「資産⑵　その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非  　 上  　 場  　 株  　 式 　(＊ 1)  (＊ 2) 1,369

そ  　 の  　 他  　 出  　 資  　 金 　 (＊ 1 ) 5

合 計 1,375

（＊1) 非上場株式及びその他出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊2) 当連結会計年度における減損処理額はありません。
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（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預 け 金 253,593 － － － － －

有 価 証 券

満期保有目的の債券 881 3,708 3,006 146 159 －

そ の 他 有 価 証 券 の
うち満期があるもの 77,475 418,183 569,377 167,183 117,977 147,671

貸　出　金(＊) 348,365 430,853 360,579 293,620 285,173 613,818

合 計 680,315 852,744 932,964 460,950 403,309 761,490

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めな
い45,351百万円、期間の定めのないもの291,815百万円は含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預 　 　 金 (＊ ) 3,723,521 129,130 15,374 985 1,521 －

譲 渡 性 預 金 325,204 800 － － － －

債券貸借受入担保金 74,894 － － － － －

借 用 金 45,917 8,989 1,153 － － －

合 計 4,169,537 138,920 16,528 985 1,521 －

（＊）預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。
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（有価証券関係）
　連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「特定取引資産」中の商品有価証券が含まれておりま
す。

１．売買目的有価証券（平成27年３月31日現在）

当 連 結 会 計 年 度 の 損 益 に
含まれた評価差額(百万円)

売 買 目 的 有 価 証 券 1

２．満期保有目的の債券（平成27年３月31日現在）

種 類
連 結 貸 借 対
照 表 計 上 額
( 百 万 円 )

時 価
( 百 万 円 )

差 額
( 百 万 円 )

時価が連結貸借対照
表計上額を超えるも
の

国 債 － － －

地 方 債 － － －

社 債 4,708 4,783 74

そ の 他 － － －

小 計 4,708 4,783 74

時価が連結貸借対照
表計上額を超えない
もの

国 債 － － －

地 方 債 － － －

社 債 3,194 3,169 △24

そ の 他 － － －

小 計 3,194 3,169 △24

合 計 7,902 7,952 50
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３．その他有価証券（平成27年３月31日現在）

種 類
連 結 貸 借 対
照 表 計 上 額
( 百 万 円 )

取 得 原 価
( 百 万 円 )

差 額
( 百 万 円 )

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株 式 65,391 32,560 32,830

債 券 1,147,615 1,112,660 34,954

国 債 791,473 768,631 22,842

地 方 債 167,142 159,402 7,739

社 債 188,999 184,626 4,372

そ の 他 312,315 298,556 13,758

う ち 外 国 証 券 280,659 271,313 9,345

小 計 1,525,322 1,443,777 81,544

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株 式 1,078 1,224 △146

債 券 53,682 53,784 △101

国 債 40,502 40,590 △87

地 方 債 2,118 2,118 △0

社 債 11,061 11,075 △13

そ の 他 40,334 41,102 △768

う ち 外 国 証 券 29,271 29,451 △179

小 計 95,095 96,111 △1,016

合 計 1,620,417 1,539,889 80,528

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券
　　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

該当ありません。
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５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　　（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

売 却 額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 5,975 2,015 △48

債 券 204,756 752 △577

国 債 187,781 694 △576

地 方 債 － － －

社 債 16,974 57 △0

そ の 他 51,878 1,625 △91

う ち 外 国 証 券 42,096 1,080 △90

合 計 262,611 4,392 △717

６．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のう
ち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復
する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額
とするとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）
しております。
　当連結会計年度における減損処理額はありません。
　なお、当該有価証券の減損にあたっては、連結会計年度末日における時価の取得原価に対
する下落率が50％以上の銘柄について一律減損処理するとともに、30％以上50％未満の銘
柄について過去一定期間の時価の推移や発行会社の信用リスク等を判断基準として減損処理
しております。

（金銭の信託関係）
運用目的の金銭の信託（平成27年３月31日現在）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
（百万円）

当連結会計年度の損益に含まれた評価差額
（百万円）

運用目的の金銭の信託 4,942 67
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（税効果会計関係）
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正
する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に
開始する連結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰
延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.3％から、平成27年４月
１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については32.8％に、平成28年４月
１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異等については32.0％となります。
この税率変更により、繰延税金資産は34百万円、繰延税金負債は1,256百万円それぞれ減少し、
その他有価証券評価差額金は2,583百万円、法人税等調整額は1,018百万円それぞれ増加してお
ります。また、再評価に係る繰延税金負債は503百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加し
ております。

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 1,302円47銭
１株当たりの当期純利益金額 55円91銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載してお
りません。

（企業結合等関係）
追加情報

当行と株式会社鹿児島銀行との経営統合について
　当行と株式会社鹿児島銀行（頭取　上村基宏　以下、「鹿児島銀行」といい、当行と鹿児
島銀行を総称して、以下「両行」といいます。）は、平成27年３月27日に開催したそれぞ
れの取締役会において、両行の株主総会の承認及び関係当局の認可等を得られることを前提
として、株式移転の方式により平成27年10月１日（以下、「効力発生日」といいます。）
をもって両行の完全親会社となる「株式会社九州フィナンシャルグループ」（以下、「共同
持株会社」といいます。）を設立すること（以下、「本株式移転」といいます。）、並びに
共同持株会社の概要及び本株式移転の条件等について決議し、同日、両行間で「経営統合契
約書」を締結するとともに、「株式移転計画書」を共同で作成いたしました。
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１．本株式移転による経営統合の目的
⑴　経営統合の経緯・目的

　両行は九州に本店を置く地方銀行としての社会的使命を果たすことで、地域のみなさま
から厚いご愛顧をいただき、安定的な収益基盤を構築してまいりました。しかし、これか
らの銀行経営は、今後迎える人口減少や競争ステージの変化等、環境変化への対応力が一
層求められるものと認識しております。
　このような将来の環境変化を見据え、地方銀行として、地域とともに「地方創生」を実
現していくためには、両行の地元を中心とした九州での存在感を更に発揮できる磐石な経
営基盤を確立し、広域化した新たな地域密着型ビジネスモデルの創造が必要であると判断
しました。既に平成26年11月10日付プレスリリース「株式会社肥後銀行と株式会社鹿児
島銀行の経営統合に関する基本合意について」においてお知らせしておりますように、両
行は持株会社設立による経営統合に向け協議・検討を進めていくことについて平成26年
11月10日付で基本合意し、平成27年10月１日を目処に株式移転による共同持株会社を設
立することに向け、協議・検討を進めてまいりましたが、平成27年３月27日、両行が「対
等の精神」において経営統合を行うことについて最終的な合意に至りました。

⑵　本株式移転の方法、本株式移転に係る割当ての内容
①　本株式移転の方法

　株式移転計画に基づき、平成27年10月１日を目処に共同持株会社が両行の発行済株
式の全部を取得し、その株式に代わる共同持株会社の新株式を、両行の株主に対して割
当てることを予定しております。
　但し、今後、経営統合に向けて協議・検討を進めていく中で、日程又は統合形態等が
変更される場合があります。

②　本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）
会 社 名 肥 後 銀 行 鹿 児 島 銀 行

株 式 移 転 比 率 1 1.11
（注１）株式の割当比率

当行の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式１株を、鹿児島銀行の普通株式１
株に対して、共同持株会社の普通株式1.11株を割当交付いたします。株式移転計画に基づ
き当行の株主に交付される共同持株会社の株式の総数と鹿児島銀行の株主に交付される共
同持株会社の株式の総数が概ね同数（「１対１」）となっております。なお、共同持株会
社の単元株式数は100株とする予定であります。
本株式移転により、両行の株主に交付しなければならない共同持株会社の普通株式の数に
１株に満たない端数が生じた場合には、会社法（平成17年７月26日法律第86号。その後
の改正を含みます。以下同じです。）234条その他関連法令の規定に従い、当該株主に対
し１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。
なお、上記株式移転比率は、株式移転計画作成後共同持株会社成立日までの間において、
当行若しくは鹿児島銀行の財産状態若しくは経営状態に重大な変更が発生した場合又は重
大な影響を与える事由があることが判明した場合等には、両行で協議のうえ、変更するこ
とがあります。
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（注２）共同持株会社が交付する新株式数（予定）
普通株式：463,407,669株
上記は、当行の平成26年12月31日時点における普通株式の発行済株式総数230,755,291
株及び鹿児島銀行の平成26年12月31日時点における普通株式の発行済株式総数
210,403,655株を前提として算出しております。但し、共同持株会社が両行の発行済株式
の全部を取得する時点の直前時（以下、「基準時」といいます。）までに、それぞれが保
有する自己株式のうち実務上消却可能な範囲の株式を消却する予定であるため、当行の平
成26年12月31日時点における自己株式数256,172株及び鹿児島銀行の平成26年12月
31日時点における自己株式数576,132株は、上記の算出において、新株式交付の対象から
除外しております。
なお、当行又は鹿児島銀行の株主から株式買取請求権の行使がなされた場合等、両行の平
成26年12月31日時点における自己株式数が基準時までに変動した場合は、共同持株会社
が交付する新株式数が変動することがあります。

（注３）単元未満株式の取扱い
本株式移転により、１単元（100株）未満の共同持株会社の普通株式（以下、「単元未満
株式」といいます。）の割当てを受ける両行の株主のみなさまにつきましては、その保有
する単元未満株式を東京証券取引所その他の金融商品取引所において売却することはでき
ません。そのような単元未満株式を保有することとなる株主のみなさまは、会社法第192
条第１項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買い取る
ことを請求することが可能です。
また、会社法第194条第１項の規定に基づき、共同持株会社に対し、自己の保有する単元
未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求することも可能で
す。

２．本株式移転の日程
平成27年 3 月27日（金） 経営統合契約書及び株式移転計画書に係る取締役会決

議、経営統合契約書の締結並びに株式移転計画書の作
成（両行）

平成27年 3 月31日（火） 定時株主総会に係る基準日（両行）
平成27年 6 月23日（火）（予定）株式移転計画承認定時株主総会（両行）
平成27年 9 月28日（月）（予定）東京証券取引所及び福岡証券取引所上場廃止日（両

行）
平成27年10月 1 日（木）（予定）共同持株会社設立登記日（効力発生日）及び同社株式

上場日
　但し、今後手続を進める中で、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要
な場合には、両行で協議のうえ、日程を変更する場合があります。
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３．本株式移転の当事会社の概要（平成26年12月末時点）

商 号 株式会社肥後銀行 株式会社鹿児島銀行

事 業 内 容 普通銀行業務 普通銀行業務

設 立 年 月 日 大正14年７月25日 明治12年10月６日

本 店 所 在 地 熊本市中央区紺屋町一丁目13番地５ 鹿児島市金生町６番６号

代 表 者 取締役頭取　　甲斐　隆博 取締役頭取　　上村　基宏

資 本 金 18,128百万円 18,130百万円

発 行 済 株 式 総 数 230,755千株 210,403千株

総　　　資　　　産（連結） 4,520,643百万円 4,077,604百万円

純　　　資　　　産（連結） 295,502百万円 311,814百万円

預　金　等　残　高（単体） 4,009,093百万円 3,595,059百万円

貸　出　金　残　高（単体） 2,656,231百万円 2,636,657百万円

決 算 期 ３月31日 ３月31日

従　 業　 員　 数（単体） 2,283人 2,359人

店　　舗　　数（含む代理店） 122か店 152か店

業績概要

決 算 期 26年３月期 26年３月期

経 常 収 益（連結） 86,004百万円 79,030百万円

経 常 利 益（連結） 19,904百万円 14,646百万円

当期純利益（連結） 11,826百万円 9,653百万円
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４．本株式移転により新たに設立する会社

商 号 株式会社　九州フィナンシャルグループ
（英文名称　Kyushu Financial Group,Inc.）

本 店 の 所 在 地 鹿児島県鹿児島市金生町６番６号

本 社 の 所 在 地 熊本県熊本市中央区練兵町１番地

代表者及び役員
の 就 任 予 定

代表取締役会長 甲 斐 隆 博 （現肥後銀行取締役頭取）
代表取締役社長 上 村 基 宏 （現鹿児島銀行取締役頭取）
取締役 下　山　史一郎 （現肥後銀行取締役専務執行役員）
取締役 郡 山 明 久 （現鹿児島銀行専務取締役）
取締役 最 上 　 剛 （現肥後銀行取締役常務執行役員）
取締役 松 永 裕 之 （現鹿児島銀行取締役経営企画部長）
取締役 津 曲 耕 治 （現鹿児島銀行監査役）
取締役 林 田 　 達 （現肥後銀行執行役員総合企画部長）
取締役 渡 辺 捷 昭 （現トヨタ自動車株式会社相談役）
取締役 末　吉　竹二郎 （現国連環境計画・金融イニシアチブ特別顧問）
監査役 上 野 豊 德 （現肥後銀行取締役専務執行役員）
監査役 本 村 　 悟 （現鹿児島銀行監査役）
監査役 関 口 憲 一 （現明治安田生命保険相互会社特別顧問）
監査役 田 中 克 郎 （現TMI総合法律事務所　代表パートナー弁護士）
監査役 田 島 優 子 （現弁護士）
（注１）取締役　渡辺　捷昭、末吉　竹二郎は会社法第２条第15号に定める社

外取締役です。
（注２）監査役　関口　憲一、田中　克郎、田島　優子は会社法第２条第16号

に定める社外監査役です。
資 本 金 36,000百万円

資 本 準 備 金 9,000百万円

決 算 期 ３月31日

５．本株式移転に伴う会計処理の概要
　本株式移転に伴う会計処理は、企業結合に関する会計基準における取得に該当し、パーチ
ェス法が適用される見込みであります。また、本株式移転により発生するのれん（又は負の
のれん）の金額に関しては、現段階では未定であります。
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